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2020年
12月 14日 米，新型コロナワクチン接種を開

始
菅首相，「Go Toトラベル」の年末から
の全国一斉停止を表明。緊急事態宣言の検
討は否定
菅首相，二階氏らと「5人以上」で会食
▽新規感染者数の 7日間移動平均が 503.9
人と最多を更新
▽東京都と大阪府が時短営業要請の延長を
決定

12月 16日 ドイツ，クリスマス時期のロック
ダウンを開始
英，感染再拡大でロンドンで店内
飲食禁止に

西村大臣，「勝負の 3週間」の結果につ
いて「残念ながら減少傾向になっていな
い」

12月 17日 EU委員長，ワクチン接種を 27

日に開始と表明
マクロン仏大統領がコロナ感染と
発表

△新型コロナウイルス感染症の「指定感染
症」としての扱いを最大 1年延長

吉川肇子・慶応大教授「政府は国
民に自主的な努力を求めてばかり
いる。その努力の目安を首相自ら
が守らない姿勢を示していること
になり，国民の信頼をさらに損ね
ることになる」

12月 18日 米 FDAがモデルナ製ワクチンの
緊急時使用を許可

自民党，コロナ特措法改正案の通常国会
提出を確認

ファイザー社がコロナワクチンの
製造販売を厚労省に申請

12月 19日 英，変異株の感染力は従来株の 7

割増との暫定分析結果を発表
12月 20日 国内の感染者が累計 20万人を超

す
▽全国知事会，「Go To トラベル」の 1月
12日以降の順次再開を要請

12月 21日 日本医師会など医療関係 9団体が
共同で「医療緊急事態」を宣言

西村大臣，「緊急事態宣言は議論してい
ない」
△来年度予算案で感染研の人員倍増を決定
▶尾身分科会長，明確なエビデンスはない
としつつ「飲食を中心に感染拡大」「会
食・飲食による感染拡大リスクを徹底的に
抑えること」を求める。「マスク会食」に
代わりハンカチを口にあてることも提案
▽東京都，年末年始に入院患者を受け入れ
る医療機関や調剤薬局に協力金支給と発表

12月 22日 ファイザーとビオンテックが，同
社開発のワクチンが変異株にも有効
との見方

△「生活保護の申請は国民の権利です」と
異例の呼びかけ開始
▽小池東京都知事，五輪について「一言で
言うと（再延期や中止は）ありません」国内のコロナ死者が累計 3000人

を超す
12月 23日 台湾で 4月 12日以来，253日ぶ

りに新型コロナの域内感染者を確認
中川俊男・日本医師会会長，政府
に助言する専門家らは「政府にスピ
ーディーで具体性のある政策を提言
してほしい」

▶東京都内の会食に標的を絞り，飲食店な
どへの営業時間の短縮要請を前倒しするよ
う要請

岡部信彦・川崎市健康安全研究所
長「（新型コロナの収束は）収束の
定義次第」「少なくとも『新型コ
ロナは来年中に消えます』などと
いうのは，言い過ぎだ。ただ，来
年のいまごろは，この病気との付
き合い方がうまくなり，気をつけ
る点ももっとわかってくる。それ

【凡例】
・網掛けは東京都に緊急事態宣言が出されていた期間を示す
・「AB」＝厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード
・「重点措置」＝まん延防止等重点措置
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が「withコロナ」。「ゼロ・コロ
ナ」を期待するのは間違い」

12月 24日 英国からの入国制限強化を開始 菅首相，営業時間短縮要請の効果を上げ
るため，特措法改正で罰則を導入する必要
があると表明
▽東京都幹部「時短を前倒しすれば，感染
が収まるというエビデンスはない。都とし
ては絶対に応じないし，お願いベースでし
かない不備だらけの特措法をスピード感を
もって改正してもらう方が重要」

12月 25日 菅首相，会見で緊急事態宣言の再発出を
否定。「静かな年末年始を」と呼びかけ

12月 26日 都営地下鉄，運転士 15人の感染
により大江戸線の減便を発表

△変異株感染者を空港検疫外で初確認と発
表

12月 27日 世界の累計感染者が 8000万人を
超す
EU各国がワクチン接種を開始
羽田雄一郎参院議員がコロナ感染
症で PCR検査前に急逝

12月 28日 自民党と立憲民主党，通常国会における
コロナ特措法改正の早期審議入りで合意
▽世田谷区，成人式の会場実施中止を決定

12月 30日 ▽都モニタリング会議，直近 1週間の家庭
内感染が大幅に増え，感染経路判明の半数
を占めたと報告
▽小池都知事「年末年始は，感染拡大を食
い止められるか否かの分水嶺」

12月 31日 WHO，ファイザー製ワクチンを
緊急使用リストに追加

東京都で 1日の新規感染者 1337人とな
り，初の 1000人超

2021年
1月 1日 「ビジネス往来」で認めている出入国緩

和策を，相手国の変異株の感染状況に応じ
て停止へ

堀賢・順天堂大教授「人の動きが
減っていないので，さらに感染者
は増えるだろう。医療の崩壊で 1

月末には亡くなる人が急増する恐
れも」「都独自の緊急事態宣言を
出すとともに，家族以外との会食
の禁止や対面時のマスク着用の義
務化など，より強い対策が必要」

1月 2日 ▽4都県（東京・神奈川・埼玉・千葉）が西
村大臣に緊急事態宣言発出を要請
西村大臣，4都県に営業時間短縮の強化
を要請

1月 3日 ▽4都県，営業時間短縮の午後 8時への前
倒しと期間延長へ

1月 4日 英，アストラゼネカ製ワクチンの
接種を開始

菅首相，年頭記者会見で緊急事態宣言に
ついて「東京と近県 3県は感染者が高い
水準。このことを深刻に考えてより強いメ
ッセージが必要」「限定的に集中的に行う
ことが効果的だと思っている」

岩田健太郎・神戸大教授「基本に
戻り，感染者を減らす対策を打つ
必要がある」「『ここを超えたら緊
急事態宣言を出すから，いま頑張
ってください』と条件を提示すべ
きだ。医療崩壊で苦しむのは患者
だという理解が広がり，危機感を
醸成できれば宣言は回避できる」

▽都立高校で初のクラスター発生と発表
（計 45人が感染）

1月 5日 英，イングランド全域で 3回目の
ロックダウン開始

自民党と立憲民主党が特措法改正の早期
採決で一致
停止を検討していた「ビジネス入国」を
菅首相の意向で継続へ

渡辺努・東大教授「今や若い世代
の大半は恐怖心をもっていない。
協力してもらうには，周囲にうつ
さないという利他心に訴えるメッ
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▶尾身分科会長「１カ月未満では（宣言解
除は）至難の業」

セージを政府が出すべきだ。『行
動の自由を奪う宣言を本来は出し
たくないが，今は必要』と伝える
ことで反発は減るのでは」

1月 7日 1日あたり新規感染者数が 7571

人と過去最多に。東京都は 2447人
緊急事態宣言を決定。対象は東京・神奈
川・埼玉・千葉。菅首相は「1カ月で改善
に全力」と述べ，首都圏以外への宣言につ
いては「現時点において，そうした状況に
はないと思う」と否定
△レムデシビルの使用対象を中等症に拡大

1月 8日 2回目の緊急事態宣言発出 渋谷健司・英キングスカレッジ
ロンドン教授「（宣言を出すタイ
ミングが）遅すぎた」「緊急事態宣
言は最後の手段。出すなら，実質
的なロックダウンといった徹底的
な対策をとらないと波はまたやっ
てくる。だらだら感染が続くのが，
最もダメージが大きい」
岸本充生・大阪大教授「（科学
と政治の役割分担に）何も進展が
ない」「専門家は複数の選択肢を
示したうえで，それぞれの感染動
向の見込みや，経済，自殺者の増
加といった様々な影響を予測する。
政府が最善と考えるものを選び，
理由とともに国民に説明する。こ
うした役割分担があるべき姿」

感染症法改正案に「入院拒否」等への刑
事罰導入を検討
文科省，合唱や実験観察，調理実習，密
集運動などの一時中止を全国に通知
菅首相，11カ国・地域を対象にしたビ
ジネス関係者の入国継続を表明
日本人を含めた全入国者への検疫強化策
を発表
▶押谷仁氏「（東京の感染者数は）年末のイ
ベントとかで増えていた可能性もあると思
うが，疫学的に異常な増え方をしている」
▶昨年 12月に発生した 807件のクラスタ
ーの分析結果は，医療機関や福祉施設での
発生が 45%，飲食関連は約 2割。報告者
の押谷氏「飲食の場が重要で，そこを抑え
ていかないといけない」

1月 9日 ▽大阪，京都，兵庫が緊急事態宣言を要請
▽全国知事会，緊急事態宣言発出への迅速
な対応を政府に要請

1月 10日 菅首相，関西 3府県の緊急事態宣言に
ついて「数日，状況を見る必要」

1月 11日 世界の累計感染者が 9000万人を
超す
WHO「年内の集団免疫達成はな
い」

1月 12日 菅首相，「1カ月の中において，感染拡
大を絶対阻止して，ステージ 3に戻るよ
うに全力で取り組みたい」

1月 13日 中川・日本医師会会長「全国的な
緊急事態宣言も選択肢」

緊急事態宣言を 11都府県に拡大（大
阪・京都・兵庫・愛知・岐 阜・栃木・福
岡を追加）する決定。1月 14日から 2月 7

日まで
菅首相，感染爆発に近づく地域を，緊急
事態宣言に準じる地域と位置づけ，同水準
の支援をする方針を表明
▶尾身会長「最悪の場合，休業要請も選択
肢としてありうる」（同席した首相会見で）

1月 14日 WHO調査団が武漢入り
日本医学会連合，感染症法への罰
則導入に反対する緊急声明

▽東京都，都立・公社の 3病院を「コロナ
専門病院」にする方針を決定

1月 15日 △医療機関に対し新型コロナ病床を確保す
るための協力要請を「勧告」に強める感染
症法改正案を専門家部会で了承
▽東京都，自宅療養者へのパルスオキシメ
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ーター貸出を開始
1月 16日 大学入試共通テスト開始 大竹文雄・大阪大教授「宣言を

出す前に政府や自治体はもっと感
染対策を強化できたと思います」
「分科会に改組してからは，専門
家は分析と政府への提言に集中し，
『３密』の回避といった行動変容
を市民に伝えるのは政府，という
役割分担になったはずでした。し
かし，実際には一本化されたメッ
セージを出す人がいなくなった」
中島一敏・大東文化大教授「宣
言後も国民の行動抑制がなかなか
広がっていません。『自分は感染
しない』と信じたい正常化バイア
スが働いているのかもしれない。
『もう無理，4月のようには応じ
られない』という人が増えている
経済的な事情もあるでしょう。こ
うした悲鳴に政治はもっと真摯に
向き合うべきです。必要な支援な
しに行動変容はできません」

1月 18日 菅首相，施政方針演説で特措法改正案に
ついて「罰則や支援に関して規定し，飲食
店の時間短縮の実効性を高める」。東京五
輪は「感染対策を万全なものとし，世界中
に希望と勇気をお届けできる大会を実現す
るとの決意の下，準備を進める」
菅首相，ワクチン接種の調整担当に河野
行革相をあてると表明
△英国型変異株の感染例について，「市中
感染」の可能性を発表

1月 19日 ドイツ，買い物や公共交通機関で
の医療用マスク着用を義務化
国内の重症者が 1000人を超す

ワクチン接種履歴の管理にマイナンバー
の活用を検討
▽沖縄県，独自の緊急事態宣言を発出

1月 20日 米，バイデン新大統領が就任 △ファイザー社とワクチン供給の正式契約
と発表立憲民主党の枝野代表が国会で

「ゼロコロナ」戦略を提案
1月 21日 武田薬品，モデルナ製ワクチンの

国内治験開始を発表
1月 22日 IOCバッハ会長「東京五輪の開催

に疑う余地はない」
入院拒否への懲役刑を含む感染症法改正
案を閣議決定

英政府，変異株は「速く広がるだ
けでなく，死亡率が高い可能性があ
る」

△PCR検査の「プール方式」を行政検査と
して認める通知

尾崎治夫・東京都医師会会長「東
京五輪の無観客検討を」

1月 23日 国内の死者が累計 5000人を超す
1月 25日 特別措置法や感染症法の改正案について，

罰則や事業者支援など 5項目で修正協議
を行うことで与野党が合意

1月 26日 菅内閣支持率を不支持率が初めて
上回る

「Go To トラベル」延長経費 1兆円を含
む今年度第 3次補正予算案が衆院を通過

1月 27日 世界の累計感染者が 1億人を超
す

菅首相，コロナ禍の生活支援策に関し
「最終的には生活保護という仕組み」があ
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中川・日本医師会会長「7日の宣
言解除は現実的でない」

ると国会答弁

1月 28日 EU，日本からの渡航原則禁止に
イスラエル，ファイザー製ワクチ
ンの有効性を「92％以上」と速報

特措法，感染症法の改正案の修正に自
民・立憲が合意し，刑事罰を削除

1月 29日 ファイザー社，日本でのワクチン
治験データを厚労省に提出
EU，ワクチン輸出を許可制へ

1月 30日 特措法改正で新設の「まん延防止等重点
措置」に休業要請を含まないとする附帯決
議で与野党が調整

2月 1日 ▽東京都内の感染者が累計 10万人を超す
2月 2日 栃木を除く 10都府県の緊急事態宣言を

3月 7日まで延長と決定
▶尾身分科会長「ステージ 2にいける見込
みがないといけない。リバウンドする可能
性が低い状態での解除が求められている」
▽神奈川県，緊急酸素投与センターの開設
を発表

2月 3日 国内の死者が累計 6000人を超す △Android用「COCOA」で接触通知が 4

カ月間届かない障害があったと発表
2月 4日 テニス全豪オープン，ホテル警備

員感染で選手ら 507人を隔離
△高齢者施設従事者への集中的な PCR検
査実施を求める通知

国内の感染者が累計 40万人を超
す

2月 5日 インドの政府系機関，国内 3億
人が感染済みと推計

▽埼玉県，11人の変異株感染を発表

2月 6日 ▽東京都の累計死者が 1000人を超す
▽全国知事会，「重点措置」の罰則適用指
針や重点措置発出要件を示すよう国に提言

2月 7日 バイデン米大統領，東京五輪・パラ
が「安全に開催できるかどうか科学
に基づいて判断されるべき」

2月 8日 EU，欧州からの日本向けワクチン
輸出を認可

2月 9日 「重点措置」運用の政令を閣議決定
感染拡大の予兆を探るため，繁華街で不
特定多数を対象に 1日計 1万件以上の
PCR検査を始めると発表
△変異ウイルスを新たに 9県で確認と発表

2月 12日 基本的対処方針を改定し「重点措置」を
追加

2月 13日 改正特措法が施行
2月 15日 国内の累計死者が 7000人を超す △ワクチン接種，「集団」「個別」両輪で実

施の方針
2月 16日 ジョンソン英首相，東京五輪開催

に「全面支持」
△変異株 PCR検査数を国に報告するよう
地方衛生研究所に要請

2月 17日 医療従事者へのワクチン先行接種
開始

岡部信彦氏「（ワクチン接種で）副
反応が出ても大騒ぎせずに，冷静
に分析することが大切だ。子ども
や妊婦への接種はまだデータが確
定していないため，対象者を見極
めながら接種を進めていくことが
重要」

2月 18日 ▽都モニタリング会議，「感染拡大」「医療
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逼迫」の判断を維持
2月 19日 ▽大阪府，緊急事態宣言の 2月末での解除

要請を決定
中川草・東海大講師「日本ではま
だ免疫をもつ人が少ないので，免
疫から逃れるような変異よりも，
感染しやすさが上がる変異の方が，
社会に与える影響は大きい」「し
っかり感染者数を減らすことが重
要」

2月 23日 ▽大阪・兵庫・京都・愛知の知事が 2月末
をめどに緊急事態宣言を解除するよう要請

2月 24日 菅首相，高齢者向けワクチン接種を 4

月 12日に開始と表明
緊急事態宣言解除後も水際対策を緩和し
ない方向で最終調整
▽福岡県も緊急事態宣言の先行解除を要請

2月 25日 EU，「ワクチン証明書」を準備中
と発表

自民党内でワクチン 1回接種論浮上と

2月 26日 橋本聖子・五輪大会組織委員長，
再延期は「かえって受け入れられな
い」 

菅首相，大阪・京都・兵庫・愛知・岐
阜・福岡の計 6府県の緊急事態宣言を 3

月 1日から先行解除と決定
文科省，子どもの感染が 1月に急増し
ていたと発表
河野大臣，高齢者向けワクチンの自治体
への配送を 6月末までに完了と
▽小池都知事，「積極的疫学調査」の強化
を表明

3月 1日 ファイザー社，自社ワクチンの冷
凍保管温度条件を緩和

菅首相，「目に見える成果」が出ている
と強調し，首都圏 4都県の緊急事態宣言
を期限の 7日で解除することに意欲

3月 2日 国内の死者が累計 8000人を超す フランスなど 12カ国を変異株流行国に
追加指定
▽首都圏 4都県の知事が緊急事態宣言解除
に慎重論
▽東京都，聖火リレーのルート詳細を公表

3月 3日 菅首相，首都圏 4都県の緊急事態宣言
を 2週間延長と表明

舘田一博・日本感染症学会理事長
「政府と自治体の考え方が割れた
状態で解除すれば対立構図に注目
が集まり，国民に正しいメッセー
ジが伝わらなくなる」「『ワンボイ
ス』になるよう調整してほしい」

3月 4日 菅首相，緊急事態宣言延長の方針につい
て「もう一度 2週間程度，国民に協力い
ただければ収束に向かうのではないか」
「（分科会の尾身会長とは）話していない」

3月 5日 武田薬品，モデルナ製ワクチンの
製造販売を厚労省に申請と発表

菅首相，緊急事態宣言の再延長を表明。
「私がなすべきことはリバウンドを阻止し，
宣言を解除できるようにすることだ」
▶尾身会長「首都圏はリバウンドを起こす
可能性が他の地域より高い。リバウンドに
ならない体制強化が 2週間の間に求めら
れている」

脇田隆字・国立感染症研究所所長
「緊急事態宣言下でも変異株の増
加傾向がみられ，今後，接触機会
の増加や感染対策がゆるむことで，
既存株から変異株に置き換わる可
能性がある」

3月 8日 △コロナ病床拡充を都道府県に求める方針
3月 9日 ▽東京都，「コロナ後遺症相談窓口」設置

を表明
3月 10日 東京五輪，海外からの一般客受け入れ断
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念する方針固める
3月 11日 △変異株の監視体制強化を決定

▽東京都の 1週間平均の感染者数が増加に
転じる

3月 12日 ▽東京 iCDC専門家ボードの賀来座長，医
療機関や高齢者施設でクラスター発生予防
に向けた検査と，繁華街や主要駅周辺での
唾液 PCR検査を提言

3月 15日 欧州各国，血栓の副反応疑いでア
ストラゼネカ製ワクチンを使用中断
イタリア，変異株流行で約 3週
間のロックダウンを開始

3月 16日 菅首相，ファイザー製ワクチンの 1回
目接種

3月 17日 菅首相は，4都県の緊急事態宣言を期限
の 21日までで解除する方針を表明

舘田一博氏「（緊急事態宣言を）解
除するけれど，すでに感染がリバ
ウンドし出している中での解除だ
から，そこでどうするのかが非常
に大事」

△AB，近畿圏を含め都市部では既にリバウ
ンドが生じ始めていると指摘

3月 18日 フランス，パリ首都圏などで 3

回目の外出禁止令
菅首相，「（宣言解除の）目安とした基準
を安定して満たしている」
西村大臣，「制御できるレベルだ」
▶尾身会長「（2回目の緊急事態宣言発出の
理由は）いわゆる『サーキットブレーカ
ー』が効かなかったということだ」
▶「見えにくい感染源」を特定するため保
健所の調査強化や高齢者施設での検査，病
床確保などを提案
▽宮城県，感染者急増で県独自の緊急事態
宣言

3月 19日 EU，アストラゼネカ製ワクチン
の接種を再開

▽東京都幹部「感染者の増加に歯止めをか
けられなかった。都民に宣言が延長された
意味が伝わらなかった」

竹森俊平・慶応大教授「リバウン
ドに対応できる体制を４月中に作
らなきゃいけない」

3月 20日 東京五輪・パラの海外客断念に
「5者協議」で最終合意

3月 22日 緊急事態宣言を全面解除 山口芳裕・杏林大教授「（1月 16

～20日は）すぐにでも酸素を吸わ
なければならない状況の高齢者で
も，入院できる患者が 6割程度
にとどまっていた。本当に『崩
壊』していたと思う」「医療への
負荷が限界になる前に，新規感染
者数が頭打ちになるような施策を
打ってもらう必要」

3月 23日 宮城県に対する「重点措置」適用に慎重
姿勢。発動要件があいまい等の理由で
▽4都県が営業時間短縮要請を 4月 21日
まで延長の方針

3月 24日 △職員 23人の深夜会食が判明
3月 25日 菅首相「聖火リレーは大会が近付いてき

ていることを国民に実感してもらえる貴重
な機会だ」
▶尾身会長，感染拡大の宮城県について
「国にまん防を含めた強力な対策を検討し，
実施してほしい」（参院予算委員会）
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▽都モニタリング会議で，週平均の新規感
染者数が 2週続けて 100%超と報告

3月 26日 国内の死者が累計 9000人を超す 国交省，自治体独自の観光支援策に 4

月から財政支援開始と発表
3月 29日 ▽吉村大阪府知事，「第 4波に入った」と

し，重点措置の適用要請を表明
3月 30日 「基本的対処方針等諮問委員会」を「基

本的対処方針分科会」に変更する設置令を
決定
△職員 23人の深夜送別会問題で処分

3月 31日 WHO，抗寄生虫薬イベルメクチ
ンを新型コロナ感染症の治療薬とし
て推奨しないと発表

▶AB会合で，大阪府の感染状況について
緊急事態宣言の方が望ましいとの意見も

4月 1日 ファイザーとビオンテック，共同
開発したワクチンの発症防止効果が
半年後も 91.3%と発表

大阪・兵庫・宮城の 6市に「重点措置」 
初適用を決定。期間は 4月 5日～5月 5日
△都道府県に変異株も含めた行政検査を拡
充するよう通知
▽都モニタリング会議，「『第 3波』を超え
る感染拡大が懸念される」として，ただち
に対策を強化することが必要との見方

浦島充佳・東京慈恵会医大教授
「変異株の割合がいま少なくても，
ある値を超えると，あっという間
に『うなぎ登り』に広がる」「改
めて，一人一人の行動変容を徹底
する必要がある」

4月 2日 英アストラゼネカが日本国内治験
のデータを厚労省に提出していたこ
とが判明

▶尾身分科会長，「まん防」の略称を今後
は用いず「重点措置」と呼ぶ考え

西浦博・京大教授「（菅政権では）
官僚が空気を読むようになりまし
た。第 1波のときは，みんな手
探り状態でしたから，医務技監を
通じて直言してもらいやすかった。
今は，官邸に上げる前に，この話
は通る，これは通らないというの
が見えてしまうので，官僚の段階
でふるいにかけられています」

4月 3日 濱田篤郎・東京医大特任教授「年
末年始と違い，転勤や就職，進学
などで人が移動せざるを得ない。
第３波が終わり切らないうちのリ
バウンドで，地方への飛び火が各
地で発生したとみるのが自然だ。
どの地域でも起こりうる」

4月 4日 ▽全国知事会，「重点措置」の発動を知事
判断で可能にするよう緊急提言

4月 5日 「重点措置」を大阪，兵庫，宮城の 3府
県計 6市で初適用開始
▶尾身分科会長，「東京も大阪のような状
況になる可能性がある」「どんな効果的な
対策を打てるのか，もうそろそろ真剣に検
討する時期に入りつつある」
▽大阪府，「マスク会食義務化」と見回り
を開始

浦島充佳氏「現状ではワクチン
接種が唯一といっていい収束への
方法だ。トンネルの出口の光が見
え始めてはいる」
磯部哲・慶応大教授「（病床不
足は）1年前からわかっていた。
だが，問題は置き去りにされ，病
床や医療スタッフを活用，調整す
る仕組みを厚労省はつくれなかっ
た。無症状者への検査拡充も放置
されてきた」「人の動きを減らし，
検査をして感染者を隔離するしか
ない」

4月 7日 ▽東京都，「重点措置」適用要請を検討
4月 8日 △厚労省，送別会参加の 3人のコロナ感染

が判明
複数の厚労省 ABメンバー（匿名）
「大阪は対応が遅すぎた」「僕が大
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▶感染指標に「入院率」を導入することで
合意

阪にいたら絶対に外に出かけない。
マスク会食どころではない。本当
にステイホームすべきだと思う」

4月 9日 東京，京都，沖縄に「重点措置」の適用
を決定。期間は 4月 12日～5月 11日

和田耕治・国際医療福祉大教授
「知事任せでなく区長らも一緒に
考え，住民に呼びかける必要があ
る。『こうしてほしい』ではなく，
『こうしないとこうなる』と複数
のシナリオを示し，納得してもら
えるかが成否のかぎ」

河野大臣，6月中に高齢者分のワクチン
供給の見通しと発表

4月 12日 高齢者へのワクチン接種を開始
4月 13日 ▽埼玉県，愛知県が「重点措置」適用要請

を表明
4月 14日 デンマーク，アストラゼネカ製ワ

クチンの接種を停止。独仏はすでに
年齢制限済み

菅首相，「（感染拡大は）全国的な大きな
うねりとまではなっていない」「強い警戒
感をもって対応すべき状況」
△AB，5月中にも変異株が全国で主流にな
る可能性と
▶尾身分科会長「第 4波に入っているのは
間違いない」（衆院厚労委員会で）
▽大阪府が確保する重症患者向け病床の使
用率が 94％に

4月 15日 インド，1日あたり感染者数が
20万人を超す

▶感染拡大を早期に把握するための新指標
を決定，公開
▽小池都知事「通勤を含め，エッセンシャ
ルワーカー以外で都外の方は可能な限り東
京へ来ないでいただきたい」

4月 16日 中外製薬，コロナ治療薬の今年中
の承認申請を目指すと表明

埼玉，千葉，神奈川，愛知に「重点措
置」の適用を決定
萩生田文科相，地域一斉休校は「真に必
要な場合に限定して慎重に判断」をと

4月 17日 世界の死者が累計 300万人を超
す

菅首相，訪米しバイデン大統領と会談。
訪米中にファイザー社ブーラ CEOとワク
チン追加供給で電話協議

西浦博氏「一刻も早く宣言を行い，
強い措置を講じることで一気に感
染者数を減らすことが求められる。
弱い効果を待っていては，助けら
れる方が助けられない」

4月 20日 西田淳志・社会健康医学研究セン
ター長「大阪では宣言の解除前か
ら人出が増える期間が長く続き，
感染者が家庭や施設などにも広が
ってしまった。感染の『上流』と
いえる繁華街で人流が減っても，
感染者数はなかなか落ちない」

4月 21日 ▶尾身分科会長「かなり強い対策を集中的
に打つ必要がある。接触の機会を根本的に
減らすことが求められている」（衆院厚労委
員会で）

4月 23日 米 CDC，妊婦へのコロナワクチ
ン接種を推奨

菅首相，緊急事態宣言の発出を決定。
「ゴールデンウィークという多くの人々が
休みに入る機会をとらえ，効果的な対策を
短期間で集中して実施することにより，ウ
イルスの勢いを抑え込む必要」「希望する
高齢者に 7月末を念頭に各自治体が 2回
の（ワクチン）接種を終えることができるよ
う政府をあげて取り組んでいく」
▶尾身分科会長「（宣言期間は 5月）11日



e0018 KAGAKU Oct. 2021  Vol.91  No.10

世界／日本（◎） 政府（除厚労省）・与党／厚労省（△）／分科
会（▶）／地方自治体（▽）

専門家コメント（朝日新聞本紙朝
刊，掲載日で記載）

に無条件解除ではないことがコンセンサス
になった」「ステージ 3になっていなけれ
ば，延長もありえる」

4月 24日 鉄道各社に運行本数の減便を要請

4月 25日 3回目の緊急事態宣言開始（東京・大
阪・京都・兵庫）

4月 26日 和田耕治氏「変異株の広がりによ
り，感染者が急増した大阪の状況
は，近い将来の東京の姿と考える
べき」

4月 27日 菅首相，自衛隊主導の大規模接種センタ
ー運営を岸防衛相に指示

4月 30日 世界の感染者数が累計で 1億
5000万人を超す
WHO，モデルナ製ワクチンを緊
急使用リストに追加

菅首相「5連休に入り，不要不急（の外
出），行楽，帰省を控えていただきたい」
▽茨城県が「重点措置」適用を要請

米国，インドからの入国規制強化
5月 1日 インド，直近 24時間の新規感染者

数が 40万人を超す
▽福岡県が「重点措置」適用を要請

5月 2日 濱田篤郎氏「期限までに流行が収
まるとは思えない。延長する場 

合，単に今の対策を続けるのでは
なく，より広く休業を要請するな
ど次の手を考えておく必要があ
る」

5月 3日 豪，インドからの入国禁止を開始 ▽北海道，札幌市への「重点措置」適用を
要請へ

5月 4日 ▽大阪府，緊急事態宣言の延長を要請へ
5月 5日 札幌市で東京五輪マラソン競技の

テスト大会
東京五輪組織委員会が医師 200名
を募集との報道

5月 6日 緊急事態宣言を 31日まで延長し，愛
知・福岡も追加との方針
△脇田 AB座長，会見で不織布マスクを改
めて推奨

5月 7日 バッハ・IOC会長の来日を見送り 菅首相，「人流の減少という目的は達成
できた」「（五輪については）安全・安心の
大会を実現することは可能」
△変異株の検査体制を縮小する方針
▶尾身分科会長「今回は変異株の影響が極
めて重要な要素だ。（感染者数が）下げ止ま
ったからとすぐに解除すると，必ずリバウ
ンドがくる」

5月 8日 濱田篤郎氏（変異株の流行につい
て）「20～30代で 3倍も入院が必
要になれば，早々に病床が埋まる。
若い人も危ない，まったく別のウ
イルスだと考えた方がいい」

5月 10日 中外製薬，「抗体カクテル療法」
の供給契約を政府と締結と発表

△田村厚労相，10日までにデルタ株感染
者を計 70人確認と国会で答弁
▽全国知事会，緊急事態宣言の全国への拡
大を考慮するよう緊急提言
▽大阪府，自宅で亡くなった感染者が 18

人にのぼると発表。うち 17人が「第 4
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波」中に
5月 12日 東京都内のテーマパークが営業再

開
インド等 3カ国からの外国人の入国を
原則拒否する方針を発表
△AB釡萢敏・日本医師会常任理事「今後
状況の悪化が懸念されるのであれば，早い
段階で強い措置がとれるようにした方がい
いというのが合意事項」
▽茨城県，五輪選手用の専用病床確保要請
に応じずと発表

5月 13日 全国医師ユニオン，東京五輪・パ
ラリンピックの中止を要請

「重点措置」適用に群馬，石川，岡山，
広島，熊本を追加する方針を固める。道が
求めた札幌市限定の緊急事態宣言は見送り

5月 14日 基本的対処方針分科会への諮問内容に専
門家から反対論が噴出。諮問案を「緊急事
態宣言の適用拡大」に差し替えて決定
西村大臣「口頭で再諮問をして政府案と
してまとめたい」

舘田一博氏「どう見ても北海道は
かなり厳しい。岡山，広島も厳し
いと何回も言ってきた。今回変わ
ったということでよかった」（対処
方針分科会終了後に）

菅首相「専門家からより強いメッセージ
を出すことが必要という意見があり，判断
した」
△ファイザー社とワクチン 5000万回分の
追加供給で正式契約と発表
▶尾身分科会長，東京五輪開催の是非につ
いて医療の逼迫度を見て判断すべきと国会
で発言

5月 15日 ▽岐阜県，緊急事態宣言の要請を決定
5月 16日 シンガポール，変異株拡大で規制

を再強化
内閣支持率が 33％に急落
大阪府の累計死者数が東京都を超
す

緊急事態宣言に北海道，岡山，広島の 3

道県を，重点措置に群馬，石川，熊本の 3

県を追加

倭正也・りんくう総合医療センタ
ー感染症センター長「中等症だと
聞いていた患者が病院到着時には
重症になるほど，急速に悪化する
人が本当に多い」「十分な体制の
病床があれば治療は難しくない。
亡くなるリスクも従来株と変わら
ない」

5月 17日 米国，余剰となるワクチン 2000

万回分を他国に供給へ
東京，大阪の「大規模接種センタ
ー」の予約受付を開始

5月 19日 グローバルダイニング，東京都の
休業命令を拒否し，争う姿勢

▽沖縄県，緊急事態宣言への追加を政府に
要請

5月 21日 マクロン仏大統領が東京五輪開会
式に出席予定と表明

緊急事態宣言に沖縄を追加，岐阜は見送
り。首相は内閣記者会からの要請に応じず
初の会見なし
ワクチン接種準備調査で 7割の自治体
が「高齢者 7月完了可能」と公表
河野大臣「モデルナを使った大規模接種
でスピードアップを」
△モデルナ製およびアルトラゼネカ製のワ
クチンを正式承認
▽都，大規模接種センターへの無料シャト
ルバス運行を発表

5月 22日 舘田一博氏「31日ですべて解除
できるようなことは考えにくい。
（分科会は）そういうコンセンサス
だと思う」
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5月 23日 ▽都内百貨店の高級衣料品売り場を休業へ
5月 24日 米国，日本への渡航中止を勧告 高橋洋一・内閣官房参与が「さざなみ」

発言で辞職大規模接種センターで接種を開始
5月 25日 台湾，東京五輪の野球最終予選へ

の参加を取りやめ
▽大阪府，緊急事態宣言の再延長要請を決
定

5月 27日 緊急事態宣言及び重点措置の 6月 20日
までの延長方針を固める
△モデルナ製ワクチンの職域接種への使用
を決定

齋藤智也・感染症危機管理研究セ
ンター長「検疫で見つかる割合な
どから，インド型が国内に入って
きている数は，英国型の時よりも
ずっと多い可能性がある」「もと
もと，密閉・密集・密接のうち一
つでもあれば感染リスクが高まる
というメッセージだった。変異株
では『1密』でもリスクがより高
くなる」

5月 29日 ▽福井県や広島県，マスク着用による感染
者減の可能性を示す調査結果を公表
▽全国知事会，デルタ株を想定した水際対
策の強化を緊急提言

5月 31日 WHO，コロナ変異株の名称に国
名を用いない形に見直し

△ファイザー製ワクチンの公的接種対象に
12～15歳を追加

6月 1日 ▽東京都，休業要請を一部緩和
6月 2日 菅首相「五輪はまさに平和の祭典。スポ

ーツの力を世界に発信をしていく」
▶尾身分科会長，東京五輪の開催について
「普通はない。このパンデミックで」「（開
催するなら）管理の態勢をできるだけ強化
するのが義務」（衆院厚労委員会で）

6月 3日 EU，入域容認国に日本を追加
6月 4日 △田村厚労相「（尾身氏らが五輪に伴う感

染リスクをめぐる考え方を示そうとしてい
ることは）自主的な研究の成果の発表」

6月 7日 菅首相「分科会は感染拡大や感染状況に
ついて対応をするところだ」
西村大臣「（分科会は）オリンピックの開
催の可否などを審議する場所ではない」
▽埼玉県，東京五輪・パラのパブリックビ
ューイングを全面中止

6月 8日 押谷仁氏，英タイムズ紙（8日付
電子版）で「政府や大会組織委員会，
IOCは，安全な五輪を開催すると言
い続けているが，誰もがリスクがあ
ることをわかっている」

6月 9日 △西浦博氏，ABで，緊急事態宣言が 21日
に解除された場合，「遅くとも８月中に宣
言相当の流行になる」との試算を提示
△脇田 AB座長「（ワクチンで）重症化を防
げるようにはなるが，集団免疫の予測は難
しい。コロナで集団免疫を達成できるかも
証明されていない」
▽東京都内の中学校でデルタ株のクラスタ
ー発生と発表
▽保坂展人・世田谷区長，無症状者対象の
「社会的調査」の分析結果を厚労省に報告，
活用を提言
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6月 10日 ▽全国知事会，緊急事態宣言下でのより強
い制限措置を可能にする法改正を提言
▽都モニタリング会議「近く新規感染者数
が下げ止まり，再び感染拡大へと転じる可
能性が高い」

松本哲哉・国際医療福祉大教授
「五輪は簡単に言えば『お祭り』。
スポンサー企業の宣伝や催事があ
れば，どうしても多くの人が滞留
する。観客以外の人出も重なって，
多くの人が集まることで感染のリ
スクになる」

6月 11日 英国コーンウォールで 2年ぶり
となる対面の G7サミット開始

加藤官房長官，21日から「重点措置へ
の移行も選択肢」

英医学誌ランセット，五輪開催に
関し「沈黙は責任逃れ」との論説を
発表

河野大臣「（自治体の）集団接種になるべ
くモデルナを使っていきたい」
文科省，職域接種に 32大学から申請と
公表

6月 12日 佐藤俊樹・東大教授「日本の政治
が科学の知識や知見をいかせてい
ない。それも『うまくできない』
というより，『理解できていな
い』ように見えます。科学が進歩
し，感染者数の予測や状況ごとの
感染リスクなどのデ ータがたく
さんとれるようになりました。そ
うした成果をベースにした議論も
できていません」

6月 13日 群馬，石川，熊本の「重点措置」を解除
6月 14日 英政府，デルタ株の流行により都市

封鎖の最終的な解除を約 1カ月遅
らせると発表

6月 15日 「重点措置」解除後のイベント制限のあ
り方について，「１万人の観客上限」を新
たに追加する方向で調整

6月 16日 豪 NSW州，店舗内で数秒すれ違っ
ただけで感染したと見られる事例を
公表

医療用と一般用のマスクについて性能基
準や試験方法を定めた初の JIS規格を制定
△脇田 AB座長「リバウントについては強
く懸念している。高齢者の感染につなげな
いことが重要という議論があった」

6月 17日 英国，ワクチン高接種率でも新規感
染者が 1日 1万人超に。新規感染
の 99％はデルタ株

6月 18日 尾身茂氏，脇田隆字氏ら専門家有
志が東京五輪について，条件なしの
無観客が「感染拡大リスクが最も低
いので，望ましい」と提言。尾身氏
「感染拡大のリスクがある中で五輪
を開催すれば，どのようなリスクが
あるのかをまとめるのがプロフェッ
ショナルとしての責任」，脇田氏
「中止推奨も選択肢に入れるべきで
はないかという議論もあったが，
我々が判断すべきではないというこ
とに」

テレワーク実施状況の開示に応じた上場
企業が１割ほどにとどまることを公表
△中小企業が職域接種を委託する場合の費
用支援に上乗せすると発表
▽宣言解除後の酒類提供について，都は
「客 2人，90分まで」とする要件を発表

舘田一博氏「兆候が見られたら，
躊躇せずに緊急事態宣言などの対
策をとるということを前提として，
解除が承認された」
亀井克之・関西大教授「ワクチ
ン接種が進み，今後はより緩みや
すくなるのではないか。国民は何
を控えるべきか，政府はメッセー
ジを明確に打ち出すことが重要」

6月 19日 内閣官房，来日したウガンダの五輪選手
団のうち 1名が PCR検査で陽性と公表
▽都主催の五輪パブリックビューイング中
止を表明

（尾身氏らの五輪提言について）
米村滋人・東大教授「政府など
に配慮した結果，事実上観客あり
の開催が決まった時期の公表とな
った」「目新しい内容はなく，根
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拠となるデータも乏しい。科学の
知識を役立て，社会的決定につな
げていくことがこの間の課題だっ
たが，何ら克服できていない」
福田充・日本大教授「専門家と
して提言するのはあるべき姿」
「受け取った政府は，『こうなれば
こう対処する』『そうならないよ
うにこうする』と説明する責任が
ある」

6月 20日 西村大臣，緊急事態宣言中の場合の五輪
「無観客」に言及

6月 21日 サッカー南米選手権で，大会スタ
ッフら計 140人がコロナ陽性に

国家公務員の職域接種を開始
▽7都道府県，「重点措置」に移行。岡山と
広島は全面解除。沖縄は宣言継続橋本・東京五輪組織委会長「中止

は（尾身氏らの）提言にはなかった」
「開催に向けて努力したい」
大学での「職域接種」開始

6月 22日 ▽小池都知事が過度の疲労から静養入り
6月 23日 △ワクチン先行接種が進んだ医療機関でク

ラスター発生が減少との調査結果
6月 24日 インドネシアで 1日の新規感染

者数が 2万人を超す
西村泰彦・宮内庁長官「五輪開催が感染
拡大につながらないか，（陛下が）ご懸念さ
れていると拝察」

6月 25日 イスラエル，屋内でのマスク着用
を再び義務化

ワクチン供給不足への懸念から職域接種
の新規申請受付を休止
▽東京都議選の告示

6月 27日 西村大臣「必要なら緊急事態宣言を発
出」

6月 28日 尾崎・都医師会会長「これから感
染者数が減っていく要素はない」
「オリンピック期間中に大きな感染
の波が来る」

▽都内の新規感染者数が 9日連続で前週同
曜日を上回る

6月 30日 職域接種の申請受付再開を事実上断念 齋藤昭彦・新潟大教授「6～7割
といわれる必要な接種率は計算上
のもの。社会の中でマスクの着用
が徹底されるなど，感染の広がり
が断たれる要素があれば，集団免
疫に必要な接種率はもっと低くな
る可能性がある」

△脇田 AB座長「感染拡大が続くと，地方
への影響が懸念される。感染を抑制する対
策の徹底が必要」

7月 1日 EU委員長，ワクチンパスポート
による夏の観光活性化に期待を表明

▽都モニタリング会議「第４波よりも早い
ペースで感染拡大の可能性」

興和，イベルメクチンの治験開始
を発表

7月 2日 ▽小池都知事，五輪は「無観客も軸として
考える必要」

7月 3日 △自治体に供給するファイザー製ワクチン
について，7月 19日から 2週間分は希望
量の 3割程度しか供給できない見通し

7月 4日 ▽東京都議選の投開票
7月 5日 五輪観客問題について，小規模会

場のみ有観客とし，大会関係者は
「別枠」とする最終調整方針

7月 6日 宮内庁，天皇陛下が 6日にワクチ
ン接種と公表

関係閣僚会議で「緊急事態宣言」を協議
するも結論は持ち越し，「重点措置」を延
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長する方向
河野大臣，モデルナ製ワクチンの供給減
について「大型連休前くらい」に知ったと
発言

7月 7日 中川・日本医師会会長「さらに感
染者が急増するなら，強い措置も必
要だ」

方針転換し，東京都に 4回目となる緊
急事態宣言の発出へ
△AB，首都圏で強い対応を取らない場合，
都内の 1日あたり感染者数は 7月中に
1500人超と試算
△田村厚労相，ファイザー製ワクチンの接
種間隔が 6週間以内であれば「効果を維
持できる」と強調
▶尾身分科会長「東京都の直近のデータを
みると，入院患者数，重症者数が少しずつ
増えている兆候がある。４連休，夏休み，
お盆，オリンピック・パラリンピックが始
まる前に，効果的な対策を打つことが必要
だ」（衆院厚労委員会で）

7月 8日 首都圏 4都県の五輪会場は一律無
観客で 5者協議決着

4回目の緊急事態宣言を決定。菅首相
「再度東京を起点とする感染拡大を起こす
ことは絶対に避けなければならない」

舘田一博氏「前回の緊急事態宣言
はギリギリだった。２週間遅れて
いたら大阪のようになっていた。
遅れたら絶対だめだ」

▶尾身分科会長「40代，50代の重症者数
が増えている。放っておくと医療逼迫の蓋
然性がかなり高い」（同席した首相会見で）

7月 9日 五輪組織委，北海道会場を「有観
客」と発表も，同日中に「無観客」
に変更

河野大臣，自治体にワクチン「接種スピ
ード」の減速を要請
酒類提供停止をめぐる金融機関への「働
きかけ」要請を撤回

7月 10日 五輪，福島会場も無観客を決定

7月 12日 緊急事態宣言を東京都に発出。期限は 8

月 22日
7月 26日から「ワクチン証明書」の申
請受付開始と発表
△「抗体カクテル療法」の月内承認へ向け
て審議と発表
▽全国知事会，ワクチン供給の急減につい
て早急な改善を政府に要望
▽大阪市，集団接種を 8月 1日で取りやめ
と発表

（朝日新聞デジタル版と「データベース聞蔵」を使用）
（作成：尾内隆之・調麻佐志）


